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は じめ に
ソ連邦の崩壊から約5年 間が経過 したが,こ の間に新生 ロシアでは,計 画経済から市場経済
への移行とともに新 しい会計制度の構築が行われてきたD。 体制転換期のこの会計改革では,
国の中央機関によって制定される会計法規はとくに重要な意義を もつが,1996年ll月28日 には,
「"会計に関す る"連 邦法」(ΦeAepanbHb由3aKoH"06yxraJ-
TepcKoMy4eTe",以 下r連 邦会計法』と略称)が 成立 した([36]5ペ ージ)。
このr連 邦会計法』の成立は,こ の国の会計改革がその内実を整え,ひ とつの段階を終えて新
しい局面に達 したことを意味 している。
r連邦会計法』は,会 計の在 り方に対する国の包括的な規制を法律(3aKOH)と して示
したものである。国会の決議を経た法律で会計の在 り方を規制することは,日 本ではみ られな
い。だが,新 生 ロシアでは,同 じ市場経済化を目指 しているリトアニアや中国などと同様に,
会計の法律が成立 したのである。そして,こ のr連 邦会計法』を基礎にして各種の会計法規が
つ くられ,そ れ らの法規によって会計規制(perynHpoBaHNe6yxran-
TepcKoroyceTa)が 行われていくことになった。
そこで,こ の小論では,ま ず このr連 邦会計法』の意義とその内容を考察 し,つ いでr連 邦
会計法』とこれまでに制定されて きたその他の会計法規などとの関連を解明 し,ロ シアにおけ
るこの5年 間の会計改革の到達点などを明らかにすることに したい。
1)こ の新しい会計制度の構築については,[56][57][58][59][60][61][62][63][64][65][66][69]を 参照された
い。なお,こ れまでのソビエ ト会計制度は1990年代の初頭には新 しい経済条件に対応 した大きな修正なしに
まだ存在 していた。ソビエ ト会計制度の改革の必要性と西側のそれとの不一致は1987年 に開始された西側と
の合弁企業活動後にすでに明確になっていたが,当 初にはソビエ ト会計制度と西側の会計制度とが同時に採
用された。だが,1992年 のはじめから新生Qシ アの会計は徐々に西側の会計制度へと接近 し,こ の会計改革
の出発点となったものは1991年末に制定された勘定計画であった([55]110罷 一ジ)。
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ロシアの法体系の中でのひとつの構成部分となるr連 邦会計法』は,表1に みるような全体
で19条 からなっている2)。
表1『 連邦会計法』の内容
第1章 総則 第11条 資産 と債権 債務の評 価(1～2項)
第1条 会計,そ の客 体お よび基 本課題(1～3項)第12条 資産 と債権 債務の棚 卸(1～3項)
第2条 本法 律で用 い られ る概 念 第3章 会計報 告書
第3条 会計 に関す る ロシア連 邦の法 第13条 会計 報告 書の組成(1～5項)
第4条 本法 律の効 力範囲(1～2項)第14条 会 計年度(1～3項)
第5条 会計 規制(1～3項)第15条 会計報告 書の提 出先 と提 出期間(1～4項)
第6条 組織 にお ける会計の絹 織化(1～4項)第16条 会計報告 書の公表
第7条 会計責任者(1～4項)第17条 会計書 類の保存(1～3項)
第2章 会計実施 の基 本的要請.会 計 の文書化 と会計記録 第4章 雑則
第8条 会計実施 の基 本的要 請(1～6項)第18条 会計 に関す るロ シア連邦 法の違反 に対す る責 任
第9条 原 始的会計 証z書 類(1～8項)第19条 付則
第10条 会計記録(1～4項)
(出 所)Φezepa刀bHhln3aKoH"C6yxranTepcKoMygeTe",《Byxran-
TePcHNnygeT》,鯉o。1,1997,c.5～11.
このr連 邦会計法』は,ロ シア連邦領土内のすべての組織に対 して適用され(4条1項),
営利活動または非営利活動に携わる組織で実施される会計を規制す る法律である。さらに,そ
の効力範囲は,国 際条約で別段の定めがない場合には,外 国組織のロシア連邦領土内の支店や
代表部に対 しても適用される。この ことは,外 国投資を伴う企業における会計 もロシアの会計
法規で実施 されることを示 している([42]41ペ ージ)。 そ して他方,法 人格を形成せずに事業
活動を行 う市民 に対 しては税法が適用され,営 利行為を行う市民は税法で定め られた手続 きで
の収支計算を行 う(4条2項)と している。よってr連 邦会計法』は,営 利行為を行 う市民を
除いて,ロ シア連邦領土内にある営利組織や非営利組織 外国投資を伴 う合弁企業などにおけ
る会計に対 して適用され ることになる。
r連邦会計法』を成立させた意図は,市 場経済を発展させ,国 際的経済協力と外資導入を促
進させ,ロ シアにおける今後の会計改革に必要な法的基礎をつ くることにあるといわれている
([37]12ペ ージ)。 このため,こ の法律はロシアにおける伝統,現 存の民事法と財政法の要請
および市場経済における会計経験を採 り入れ,そ.こ には会計の概念規定,そ の組織化 と実施に
2)こ のr連 邦会計法』は全訳されて[68]に 発表されているので,参 照されたい。
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際 しての包括的な原則が規定され,組 織の会計上の権利 ・義務 ・責任,会 計情報の信悪性の保
証,会 計報告書の公表と会計 システムに対する国家規制の方法が盛 られている。
r連邦会計法』では,ま ず,会 計 とは組織の資産,債 権債務などの変動の情報を経済取引の
文書による計算によって貨幣的表示で収集,記 録および総括する秩序ある体系であ り(1条1
項),組 織の資産,債 権債務および経済取引は会計の客体となる(1条2項)と 規定する。こ
の場合,自 己資本,経 済活動の財務的成果,法 的取引の融資財源,会 計勘定か ら得 られ る情報
も会計客体 となる。
つ ぎに,会 計の基本的課題 として,1)会 計報告書の内部利用者(組 織の長,設 立者,参 加
者,所 有者)と 外部利用者(投 資家,与 信者など)に とって必要な組織の活動と財政状態につ
いての完全な信L性 ある情報の形成,2)組 織が経済取引の遂行に際 してロシア連邦の法の遵
守 とその妥当性に対す る管理,資 産と債権債務の在高と変動に対する管理,承 認された基準 ・
指標 ・予算に基づいた物質的 ・労働的 ・財務的資源の利用に対する管理のために,会 計報告書
の内部 ・外部利用者に必要な情報の確保,3)組 織の経済活動の否定的結果の防止 とその財政
的安定性の確保のための経営内余力の摘出を挙げている(1条3項)。 そこには,会 計システ
ムか ら得 られる情報の報告,使 途,法 的妥当性,活 用などとの関連で,会 計の基本的課題が示
されている。
なおこの場合,税 法に基づ く税務報告書の作成は,基 本的課題ではなく 「会計の副次的課題
である」([37]13ペ ージ)と される。税務報告書は納税 目的のために会計データか ら独自に作
成されるものとされ,全 般的な会計情報によって作成さる会計報告書 とは区別される。よって,
「税務報告書は,会 計報告書の指標の特別の決済と修正 とによって,会 計勘定に記帳されたデ
ータか らなるもの」([37]13ペ ージ)と 解されている。 したがって,r連 邦会計法』には,会
計は課税計算のために利用され る情報を確保 し,納 税 目的のための会計報告書を適応の税務機
関へ提出しなければな らないといった規定は存在 しない。
ついで,会 計に関するロシア連邦の法(3axOHO几aTenbCT』P一 Σ一基L①G連 邦
・会計法』,② その他の連邦法,③ ロシア連邦の大統領令(以 下 「大統領令」と略称),④ ロシ
ア連邦政府決定(以 下 「政府決定」と略称)か らなるとし(3条),こ れらの法の主要な目的は,
組 織の経済取引,財 政状態,収 支や損益などの会計とその報告の統一性を保証 し,会 計報告書
指標についての信感性ある比較可能な情報の作成 と公表にあるとしている。
そ して,「 会計の全般的方法論的指導はロシア連邦政府が行 う」(5条1項)と し,組 織にお
ける会計の在 り方に対する国による規制を明記 し,こ の規定を受 けて,「会計規制の権限が連邦
政府の法律によって付与される機関は,ロ シア連邦の法に従 って,ロ シア連邦領土内にあるす
べての組織による遂行が義務とされる事項を,自 己の権限の範囲内で立案 し承認する」(5条2
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項)と している。そ して,す べての組織で実施が義務 とされる事項 として,1)会 計の勘定計
画(勘 定科 目表)と その適用の方法,2)経 済取引の会計処理と会計報告書の作成と公表,3)
会計の諸問題についてのその他の方法論を挙げている。また,小 規模事業主体のためには,会
計の簡略化 した体系を規定するとしている。
現実においては,会 計規制についての各種の法規を立案する機関は,す でにこれまでに会計
の規程(基 準),法 令,指 示などを作成 してきたロシア連邦財務省(以 下 「財務省」と略称)と
なる。 ロシア連邦政府(以 下 「政府」と略称)は,財 務省が立案した会計法規を,一 定の法体
系の中で,ロ シアの全領域での会計方法論を統一するために承認することになる。また,法 律
によって会計規制の権限が付与されるその他の機関によって公布される会計の法令や指示 も,
財務省の法令や指示に反 してはな らない(5条)と している。 このため,ロ シア連邦中央銀行、
法には銀行会計の在 り方が規定 されるが,そ れ も財務省が示 した会計法規と矛盾 してはならず,
会計規制で は後者の法規が優位性を もつ ことになる([42]42ペ ージ)。
そこで,組 織 は,会 計に関す るロシア連邦の法 と会計規制を行 う機関の法令や指示に従 って,
自己の組織の構成 。部門 ・活動の特徴を考慮 して 自己の会計方針を自主的に形成 し(5条3項),
それを組織内の会計規則として実施する。
こうした ロシアにおける会計規制上の法体系は,パ リー(B.Φ.nanvn)に よればっ
ぎのよ うになるという([37]14ペ ージ)。 すなわち,規 制の高位 レベルにはr連 邦会計法』,そ
の他の連邦法,大 統領令,政 府決定があり,中 間 レベルには法で会計規制の権限が付与された
機関からの法令や指示があり,低 位 レベルには個々の組織の会計方針を定めた組織内の会計規
則があり,中 間 レベルのものは①会計の規程(基 準)と ②その他の法令や方法論的指示 とに理
論的には区分で きるとしている。
また,バ カーエフ(A.BaKaeB,財 務省の会計と報告書部門の責任者)は,ロ シアに
おける会計規制のシステムとして表2を 示 している([44]28ペ ージ,[52])。 そ して,今 回の
r連邦会計法』の成立は,一 国における会計方法論の指導を政府に負わせ,現 在の市場経済へ
の移行期において,国 がすべての組織における会計の実施と組織化に対する統一原理の設定に
注目していることを示 したものであり,1994年8月19日 付のロシア連邦財務省規程に従 って,
財務省は政府の代表として各種の会計法規を作成 してきたことを強調 している([52])。
r連邦会計法』は,個 々の組織では,会 計方針の形成 とともに,① 採用する具体的 ・実務的
な勘定計画,② 原始的会計証愚書類と内部会計報告書の様式,③ 資産 と債権債務の棚卸と評価
の実施法,④ 書類の回覧と会計情報の収集 ・記帳の規則,.⑤ 経済取引に対する内部統制法 と規
則を定める(6条3項)と している。その際,勘 定計画 は国が定めたそのヒナ型を基礎にして
つ くられ,当 該組織での会計の実施にとって必要な遂行 されたすべての経済取引を適時に不断
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表2ロ シアにおける会計の規範的規制 シズテム
段 階 法 規 法規を承認す る機関
第1段 階 連邦 の法律,ロ シア連邦国 会,
法律的 な もの 連邦 政府の決定,ロ シア連邦政府,
連 邦大統領令 ロシア連邦大 統領
第 皿段階 会計規程'ロ シア連邦財 務省,
規範的 な もの(会 計基準)ロ シア連邦 中央銀行
第 皿段階 規程 と異 なる ロシア連邦 財務省,
方法論 的な もの その他の法令,執 行権 を もつ連邦機関,
方 法論的指示 コンサ ルタ ン ト会社
第IV段 階 管 理 文 書 組 織,
組 織 の 会 計 方 針(指 図 書,命 令 書)コ ン サ ル タ ン ト会 社
(出 所)A.EaKaeB,Ba}KH日03TaCBpa3BHTxHHau-
NoHaJlbHoro6yxraJITepcKoroyUeTa・
13KoHoM4KaY.}HY.3Hb,Cne皿BblnycKAJI月
6yxraJITepoBl,neKa6pbl996.
に反映 し,貨 幣的指標によるその算定と管理を可能にする総合勘定および総合勘定の内訳を示
す分析勘定や補助勘定を配置 した表が作成される。原始的証愚書類の様式もその統一ヒナ型を
基礎に してつ くられるが,ヒ ナ型を参考にできないときには,当 該組織が自主的に様式を作成
することになる([37]14ペ ージ)。
H
『連邦会計法』は,A)会 計の組織化,B)会 計方法論,C)会 計の文書による確認と記録,
D)会 計報告書のそれぞれの分野に対 して,以 下のような規定を行っている。
A)会 計の組織化の分野の規定。
組織における会計の組織化,経 済取引遂行に際 して法規の遵守責任を組織の長に課すととも
に(6条1項),組 織の長は,1)組 織内の亜部門として会計責任者が管轄する会計部門を設置
し,2)そ こへ従業員を配置 したり,ま たは3)会 計業務を会計専門の組織や人に契約に基づ
いて移管 したり,さ らに4)自 ら会計を実施することがで きる(6条2項)と している。
この規定か ら,大 組織では会計責任者を長とする会計部門を設置 したり,小 組織では会計係
を置 くかまたは監査 ・会計法人 と契約を結んで会計業務を移管することになり,ま たは経理知
識を もつ小組織の長が自ら会計を実施 して会計報告書を作成することがで きることになる。
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会計責任者(ま たは会計係)は,組 織の長によって任命 ・解任され(7条1項),組 織の長に
直属 し,会 計方針の形成,会 計の実施,信 悪性ある会計報告書の公表に対 して責任を もつ(7
条2項)。 また会計責任者は,組 織の資産の変動や債権債務の履行に対する管理責任を もち,
組織の'すべての従業員から必要な会計情報や書類を得ることができる。そして,会 計責任者の
署名のない金銭上や決済上の書類などは無効とされる(7条3項)。
組織の長と会計責任者 との間で個 々の経済取引の実施について意見の不一致が生 じたときに
は,そ の遂行は当該取引実施結果に責任を負う組織の長の書面による指示を得て行われる(7.
条4項)。
B)会 計方法論の分野の規定。
会計方法論の分野では,そ の主要な側面のみが僅かに規定 されている。
組織の資産,債 権債務および資本は貨幣的表示で会計と報告書に反映され(11条1項)、 会計
はルーブルで実施され(8条1項),外 貨勘定と外貨建取引は取引遂行日のロシア連邦中央銀
行(以 下 「中央銀行」と略称)の 為替相場での外貨交換 レー トで行われる(Il条2項)。
対価を支払って取得 した資産はその購入実際支出額で,無 償で得た資産はその記帳日の市場
価額で,組 織自身が製造(生 産)し た資産 は原価計算で算定された製造価額でそれぞれ評価 さ
れる。その他の評価の適用はロシア連邦の法や会計規制を行 う機関によって定められたものに
従 う。固定資産と無形資産の減価償却は当期の経済活動の成果に関係な く実施される(11条)。
会計は,法 人として組織が登記された時点からその改編や清算まで継続 して実施され る(8
条3項)。 組織の会計は勘定計画にある勘定で複式簿記によって行われ,総 合計算と分析計算
とのデータは一致 しなければならない(8条4項)。
この場合,実 施されたすべての経済取引,資 産,債 権債務の勘定への不完全な反映,つ まり
意図的な歪曲がなされたときは,組 織の長や会計に責任を もつ者はロシア連邦の法や会計規制
を行 う機関の法令によってその責任を問われる(18条)。 ロシアでは,こ こで法人(組 織)の
所有する資産は,個 人が所有する資産 とは異なることが強調されている([37コ16ペ ージ)。
こうして,r連 邦会計法』は会計方法論を僅かに規定 しているが,そ の他の会計方法論の原
則はさきにみた中間 レベルの会計の規程(基 準),法 令,指 示などで規定されることになる。
C)会 計の文書確認 と記録の分野の規定。
この分野では,① 会計の文書による確認,② 棚卸,③ 会計記録が重視されてお り,そ れはつ
ぎのようになっている。
① 会計の文書による確認:組 織のすべての経済取引は正当性を示す書類で確認され,こ の
原始的証L書 類に基づいて会計が実施される(9条1項)。 原始的証L書 類は取引遂行時にそれ
が不可能な場合には取引完了直後に作成 され,そ の適時な作成やデータの信悪性は原始的証愚
(625)一 「ロシア連邦の会計法」について 一301
書類を作成 し署名した者によって保証される(9条4項)。 そ して,原 始的証愚書類に基づいて,
経済取引のデータ処理の管理と調整を行うために,総 合的会計書類が作成 される(9条6項)。
銀行書類に対する訂正は禁止されるが,そ の他の原始的証愚書類に対す る訂正は,経 済取引
の参加者の同意,訂 正 日の明記,書 類署名者の訂正確認署名の もとでのみ行 うことができる
(9条5項)。 原始的証t書 類に署名する者の名簿は会計責任者の同意を得て組織の長によっ
て承認され,こ の名簿 には経済取引の遂行やその書類作成の正当性に対 して責任を負う者の役
職名などが示され る(9条2,3項)。 貨幣性資産を伴 う経済取引の書類は,組 織の長および
会計責任者または彼らから署名の権利が付与された者によって署名される(9条3項)。 原始
的証愚書類と総合的会計書類は用紙および機械による情報処理で作成され,後 者の機械媒体の
場合には,経 済取引の他の参加者や裁判所の要請などのたあに,当 該書類の用紙媒体による写
しが作成される(9条7項)。
② 棚卸:資 産 と債権債務の棚卸によってそれ らの在高,組 成,評 価が書類で確認される。
棚卸の手続きや期 日は組織の長によって定め られる(12条1項)。
会計と会計報告書のデータの信悪性を確保するために,棚 卸はつぎの場合に実施される(12
条2項)。 それは,年 度会計報告書の作成前に,1)資 産の横領,背 任または損傷の事実が判
明 した場合,2)天 災,火 災,そ の他の異常事態が発生 した場合,3)組 織の改組 または清算
の場合などである。資産の賃貸借,買 い戻 し,売 却の場合,ま た国営企業や公営単一企業の改
組の場合には,棚 卸の実施は義務 となる。
棚卸によって判明した資産の実際在高と会計データとの不一致 は,つ ぎのように処理される
(12条3項)。 明らかになった資産の過剰を借記 し,当 該金額は組織の財務的成果 に,予 算組
織では融資(基 金)の 増としてそれぞれ記帳される。資産の不足やその損傷は,そ の減耗基準
限度内のときには生産費または流通費に,基 準超過のときには責任者の勘定にそれぞれ関連づ
けられ,責 任者が特定できない場合には,組 織の財務的成果に,予 算組織では融資(基 金)の
減としてそれぞれ記帳 される。
r連邦会計法』では,資 産の不足や損傷から生 じる損失の保険料による補填については規定
していない。だが,も し保険を掛けているならば,そ の損失額は保険で補填され,そ の未補填
額は財務的成果で消去 される。また,r連 邦会計法』では,棚 卸で判明 した債権債務の実際額
と会計データとの不一致の調整手続きについては規定 していない。だが,こ の明らかになった
不一致は,会 計期間の利益の増減によって,ま たは不良債権引当金勘定で処理されることにな
る([37]17ペ ージ)。
③ 会計記録:会 計記録 は,原 始的証愚書類の情報を総合化 し蓄積するために行われ,総 合
化 と蓄積 されたその情報は会計の勘定や報告書に反映されていくことになる。会計記録は,帳
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簿,伝 票,カ ー ド,磁 気テープ,磁 気ディスクなどで実施 される(10条1項)。
経済取引は,日 付順に会計記録されて適応の勘定で分類される。経済取引の会計記録への反
映の正当性は,そ れを行い署名 した者によって保証される(10条2項)。 会計記録の誤謬に対
す る訂正は,訂 正日と訂正をした者の署名で確認される(10条3項)。
会計記録の内容は,内 部会計報告書とともに営業秘密 となる(10条4項)。
D)会 計報告書の分野の規定。
すべての組織は,総 合計算 と分析計算のデータに基づいて会計報告書を作成 しなければなら
ない(13条1項)。 予算組織を除いた組織の会計報告書は,① 貸借対照表,② 損益計算書,③
法令で規定されたこれ らの附属明細書,④ 組織が ロシア連邦の法律に従 って法定監査を受ける
場合には監査報告書,⑤ 注記か らなる(13条2項)。 この場合,経 済組織 と監査法人との相互
関係の詳細は監査活動に関する連邦法に盛 られることになるが([37]18ペ ージ),そ の監査法
のふたつの草案が公表されており([25]4ペ ージ,[46]),現 在その検討がなされている。
予算組織の会計報告書の組成は財務省によって別に定められる(13条2項)。
銀行と保険の組織を除いた組織の会計報告書の様式 とその記入方法は財務省によって定あ ら
れ,銀 行と保険の組織のそれは会計規制を行 うその他の機関によって定められるが(13条3'
項),そ の際,中 央銀行などが このその他の機関 となる([37]18ペ ージ)。
「注記では,資 産状態および組織の活動の財務的成果を正確に反映できない場合には,会 計
規則に適合 しない事実について相当の根拠とともに報告 しなければな らない。それ以外の場合
には,会 計規則への不適合は,そ れらの遂行の回避 とみなされ,会 計に関するロシア連邦の法
の侵害と認められる」。そ して 「組織は,会 計報告書の注記で,次 期会計年度の自己の会計方
針の変更を公表する」(13条4項)と している。
予算組織を除 く組織の年度会計報告書は,組 織の設立者,参 加者,そ の資産の所有者,組 織
登記場所の国家統計地方機関へ,組 織の設立文書に従 って提出される。国営企業と公営単一企
業の会計報告書は,国 家資産の管理権が付与された機関へ提出される。
ただ しこの場合,国 家統計地方機関への会計報告書の提出の必要は将来なくなるといわれて
おり,ま た現在では,法 人の会計報告書は税務機関へ提出されるが,今 後はさきに触れたよう
に,税 法に基づ く特別の報告書が作成されることになる([37]18ペ ージ)。
提出され る年度会計報告書は,組 織の設立文書に従って定め られた手続 きで承認されなけれ
ばな らない(15条2項)。 予算組織を除く組織は,四 半期会計報告書を四半期終了後30日 以内
に,年 度会計報告書を当期終了後90日 以内にそれぞれ提出 しなければならない(15条2項)。
予算組織 は,月 次,四 半期,年 度の会計報告書をさきにみた機関へその機関が定める期 日内
に提出す る(15条3項)。
(627)一 「ロシア連邦の会計法」について303
公開型株式会社,銀 行,そ の他の信用組織,保 険組織,取 引所,個 人 ・社会 ・国家の資金で
創設されたその他の財団などの年度会計報告書は,当 期の翌年の6月1日 までに公表される(
16条)。 会計報告書の公告は,利 害関係者にとって入手可能な新聞や雑誌への掲載などで行わ
れる(16条)。
原始的証i書 類,会 計記録,会 計報告書は5年 以上保存され(17条1項),こ れ らの保存に
対する責任は組織の長が負 うことになる(17条3項)。
皿
新生 ロシアでは,1993年12月 に新 しい 「憲法」が公布されたあと,1994年10月 には 「民法典
(第1部)」 が採択され([73]),さ らに民商一元主義を採ってこの民法典から1995年ll月 には
「株式会社法」が制定されている([49])3)。 そこでいま,こ れ らの法律 とr連 邦会計法』との
関連について若干みておこう。
まず,「 憲法」の第3章 連邦構造の第71条 では,気 象観測,標 準規格,度 量衡,メ ー トル法
および標準時の計算,測 地および地図の作成とともに,統 計と会計を ロシア連邦の管轄事項と
して列挙 している。 したが って,ロ シアでは 「憲法」で会計は国の管轄事項のひとつ として明
記されている([70]62ペ ージ)4)。
ところで,r連 邦会計法』の第3条,第4条,第5条 では,会 計に関す るロシア連邦の法,
『連邦会計法』の効力範囲,会 計規制がそれぞれ明記されている。そこには,さ きにみた幸う
な高位,中 間,低 位の各 レベルの会計法規が体系的に規定されている。だが,こ の会計法規と
いう場合,ロ シアにおける会計規制の在り方を示 した法規と組織における会計の実施にとって
必要な基準 となる法規とに大別 されることになる([42]42ペ ージ)`)。
『連邦会計法』では,す でにみたように,組 織の長に対 して会計の組織化,会 計書類の保存
など多 くの責任を課 している。 この場合,組 織の長 とは組織の執行機関の長または人と解 され
てお り([42]43ペ ージ),そ れは 「民法典」と対応 している。この民法の第2章(人)第4節
(法人)第2款 会社においては,合 名会社の管理(71条),有 限会社の管理(91条),株 式会
3)新 民法典は,ソ ビエ ト時代の民法の特質をほぼ払拭し,か っての帝政ロシア時代の民商一元主義に基づいて,
ふたたび市場経済に対応したものとして制定された。この点については,[71]を 参照。
4)ソ ビエ ト時代の憲法においても,会 計を国の管轄権限のひとつとすることが盛られていた。たとえば1936年
に制定されたいわゆるスターリン憲法では,そ の第14条で会計計算,経 営計算,統 計計算からなる 「国民経.
済計算の統一制度を組織すること」([72]11ペ ージ)が ソ連邦の管轄事項となっていた。したがって,新 生
ロシアの新憲法において会計を国の管轄事項のひとつと明記していることは,こ うした旧憲法の残倖のひと
つとみることもできる。
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社の管理(103条),生 産協同組合の管理(llO条),国 営企業 と公営単一企業の管理(ll3条)
などが盛 られており,ま た,第5款 非営利団体においては,そ のll6条 から123条 にかけて消
費生活協同組合,社 会団体 と宗教団体,財 団,施 設,協 会と連合会についての管理が盛 られて
いる。 このため,こ れ らの規定 との対応で会計上の執行責任がr連 邦会計法』で規定されてい
ることになる([42]43ペ ージ)。
r連邦会計法』では,さ きに触れたように,会 計責任者は組織の長によって任命されると規
定 しているが,こ うした任命がなされない場合もある。執行機関が合議制で理事会(重 役会)
をもつ株式会社で,そ の理事会のメンバーが会計責任者 となる場合には,こ の会計責任者は会
社や取締役会(監 事会)と 契約(NOHTpaKT)を 結ぶことでその職務 に就 くことになる
からである。これは 「株式会社法」(69条3項)と 対応 している([42]44ペ ージ)。
r連邦会計法』で は,さ きにみたように,会 計責任者の署名なき金銭上 と決済上の書類,財
務上 と信用上の債権債務は無効 となり,そ れを履行 してはならないと規定 している。この規定
は,「民法典」の第4章(法 律行為 と代理)第9節(法 律行為)第1款(法 律行為の概念,種 類
および形態)の 第160条 書面による法律行為と対応 している。この第160条 では,「書面による
法律行為は,そ の内容を表示 し,か つ,法 律行為を行 う者またはその者により適正に委任され
た者が署名 した文書の作成により行わなければな らない」([73]139ペ ージ)と しているか らで
ある。『
r連邦会計法』では,す でにみたように,資 産 と債権債務は会計と会計報告書への反映のた
めに貨幣的表示で評価 されることを規定 している。この規定は,「民法典」の第2章 第4節 第2
款第1目 の第66条 で,会 社の財政的基盤を 「金銭,有 価証券その他の物または財産権その他の
金銭的価値を有する権利」 とし,こ れ らの金銭的評価を求めていることに基礎を置いている
([42]45ペ ージ)。
r連邦会計法』では,さ きに触れたように,会 計記録と内部会計報告書に含まれる情報は営
業秘密 となると規定 している。この規定は 「株式会社法」の第91条 と対応 したものとなってい
る。 この第91条 では,株 式会社は,会 計記録と合議制執行機関の会議の議事録を除いて,作 成
5)ロ シアではこの場合,国 の会計規制の在り方を示す表2の 第1段 階に位置する法規に対 しては3aKOH
(法律)の 用語を,そ してこの法律の総体に対しては3aKoHozaTe』ecTBo(国 の特定の法律
分野の総体としての法)の 用語をそれぞれ使用している。また,組 織で実施される会計を規制する表2の 第
皿段階の法規に対してはnOIOBEHxe(規 程)やcTaHzapT(基 準)の 用語を,同 じ第皿段階
の法規に対 してはHopMaTNBHWNaKT(法 令)やMeTo皿NgecKoeyKa3aHNe
(方法論的指示)の 用語をそれぞれ使用 している。そして,会 計の実施に際して組織がつくる表2の 第IV段
階の管理文書に対してはロpNKa3(指 図)やpacnopA}KeHxe(命令)の 用語を当てている。
なお,本 稿では,す べてこれらの用語の総体を指すときに法規と記 している。
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された財務諸表などに対する株主のアクセスを保証することを規定 している([42]42ペ ージ)。
財務諸表は公表されるが,財 務諸表の作成の基礎となる会計記録や内部資料は営業秘密とされ
る5㌔ そこでr連 邦会計法』でも,これ らの記録や資料の閲覧の許可を得た者は,営 業秘密を守
る義務があり,そ れを漏らす者はロシア連邦の法で定めた責任を負うとしている(10条4項)。
こうようにして,r連 邦会計法』は,そ れ以前に公布された 「憲法」,「民法典(第1部)」,
「株式会社法」と関連をもちつつ制定されたのである。
IV
ところで,r連 邦会計法』はすでに1995年6月14日 に国家院で採択されていたが,同 年10月
20日,こ れをエ リツィン(BOPNcEnbuNH)大 統領は拒否 した。拒否の理由は,税
務機関による会計責任者の資格審査 とその職務に対するライセンスの交付に触れ られていなか
ったからである。だが,議 員たちは会計士に対する資格審査をその社会的職業団体で行われる
べきであるとした。1996年2月 か ら3月 にかけて,r連 邦会計法』は,ふ たたび国家院で採択
され連邦会議で承認 されたが,こ れ も大統領によって拒否 された。 しか し,1996年10月18日,
国家院はこの大統領の拒否権を圧倒的多数決で克服 し,同 年11月13日,連 邦会議 も同じ決定を
承認 した。結局,1996年ll月21日,大 統領 は法律に署名し,同 年ll月28日,r連 邦会計法』は
公表されて効力をもつようになった([37]12ペ ージ)。
くわえて,今 回のr連 邦会計法』が成立するまでに,こ の法律の草案は2回 も作成されて公
表され,そ のつどその修正が施されてきた。第1次 草案 としては,ロ シア連邦最高会議の機関
の要請を受けて,「独立国家共同体会計 ・監査人協会」(AccOuHau胚A6yxran-
TepoBY.ayPNTopoBCHF)T)に よって作成され,1992年10月 号の 『会計』
(ByxranTep.cKNHy4eT)誌 上に公表されたものがあり([5コ7ペ ージ),第2
次草案 としては,第1次 草案に対 して寄せられた批評や提案を考慮 し,さ らにロシアの専門家
と国連,欧 州連合委員会,経 済協力開発機構,世 界銀行,国 際会計士連盟,国 際会計基準委員
会などの専門家とが加わったロシア連邦の会計と監査の国際コンサルタン ト委員会での審議を
経て,1994年6月 号のr会 計』誌上に公表された ものがあった([16]3ペ ージ)。
第1次 草案は 「会計と報告書に関する連邦法」であり,第2次 草案は 「会計に関する連邦法」
6)1992年6月 に成立 したリトアニアの 「会計原則に関する法」の第23条でも,財 務諸表に表示される以外の会
計データは営業秘密とされている。よって,こ うした会計情報の開示は 「営業秘密を含む特殊なコミニケー
ション」([74]50ペ ージ)と なる。
7)「 独立国家共同体会計 ・監査人協会」については,[61][62][63]を 参照。
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表3r連 邦会計法』の第1次 草案
第1章 総則 第14条 資産の評 価(1～3項)
第1条 会計(1～5項)第15条 資産の減 価償却(1～4項)
第2条 会計 の客体(1～3項)第16条 債権債務 の評価(1～4項)
第3条 会計 の課題(1～2項)第17条 収入 と支 出の評価 と会計(1～2項)
第4条 会計 の方法論(1～4項)第18条 基金の 会計(1～4項)
第5条 会計 の組織化(1～3項)第4章 財 務(会 計)報 告書
第6条 会計責 任者(1～3項)第19条 財務報 告書の組成(1～4項)
第2章 会計 の文書化 と記録 第20条 会計期 間(1～2項)
第7条 原始 的会計証2Q書 類(1～5項)第21条 財務報 告書の提 出先 と提 出期間(1～3項)
第8条 資産 と債権債務 の棚卸(1～4項)第22条 財務報 告書の公 表(1～3項)
第9条 会計 記録(1～5項)第23条 財務韓 告書の監 査(1～2項)
第10条 会計 情報の秘密(1～2項)第5章 会計 と報告 書の国家 規制
第11条 会計 の記録 と文 書の保存(1～2項)第24条 会計 と報告書 の規制 に関す る財務 省の役割
第3章 資産 と債権債務 の評価 と会計(1～2項)
第i2条 会計 上の評価義 務(1～2項)第25条 会計 の法令 と基 準の遵 守に対す る義務
第13条 会計 の貨幣単位(1～3項)
(出 所)npoeKT3aKoH"C6yxraJTepcKoMyqeTe40T4e7HocTN
BPoccrDcKo跳 Φezepau4Y,《ByxraJITepcKNcy4eT》,
Nα10,1992,c.7～12.
表4『 連邦会計法』の第2次 草案
第1章 総則 第19条 財務 投資の評 価(1～3項)
第1条 本法 律で 規制 され る もの 第20条 債権 債務 の評 価(1～3項)
第2条 会 計の基 礎概念(1～2項)第21条 収入 と支 出の評価 と会計(1～3項)
第3条 会 計の法 的拘束 力(1～4項)第22条 自己資本 の会計(1～5項)
第4条 会 計の組 織化に関す る企業の権 限(1～3項)第23条 社会的使途 の基金
第5条 会 計の組 織化に関す る企業の義 務(1～2項)第2s条 担保 と保証(1～2項)
第2章 会計 の 目的 と原則 第5章 財 務(会 計)報 告書
第6条 会計の 客体(1～2項)第25条 財務報告書 の組成(1～5項)
第7条 会計の 目的 第26条 連結財務 報告書(1～3項)
第8条 会計の基 本原則(1～7項)第27条 会計期 間(1～2項)
第9条 会計記録 の信悪性の 承認(1～2項)第28条 財務報告 書の提 出先 と提 出期 間(1～4項)
第3章 会 計の文書 化 と記録.第29条 財務報告 書の公表(1～3項)
第10条 原始 的会計証i書 類(1～5項)第30条 清算企 業の財務報 告書(1～3項)
第11条 資産 と債権債務 の棚 卸(1～4項)第6章 会計 と報告書の規 制
第12条 会計記 録(1～5項)第3五 条 会計 と報告書の 規制の 目的 と課題(1～3項)
第13条 会計情 報の平易 性(1～2項)第32条 会計 と報告書の 規制 を実施 す る機 関
第14条 会計 の文書 と記 録の保存(1～2項)第33条 会計基 準 に関す る委員会(1～3項)
第4章 資産,債 権債務お よび資本 の評価 と会計 第34条 職業 会計士の社 会的連合
第15条 会計 上の評価義 務(1～2項)第7章 結章
第16条 会計 の貨 幣単位(1～3項).第35条 会計 と報告書 に関す る法(1～2項)
第17条 流動 資産 の評価(1～2項)第36条 会計 の法 と基準 の遵守 に対す る監督(1～3項)
第18条 償却 資産 の評価(1～6項)第37条 会計 の法 と基 準の遵 守に対す る責任(1～2項)
(出 所)3aHoHPocce跳cKo戯 ΦenePauNxo6yx「aJTePcNoMyceTe
(rPoeKT),《ByxraJITepcNNeyqeT》,Nα6,1994,C。3～12.
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であり,こ のふたつの草案の内容はそれぞれ表3と 表4の ようになる呂,。いま,こ のふたつの
表と表1と を比較すると,当 初の草案の内容をかなり削減 してr連 邦会計法』が制定されてい
ることが分かる。それは,そ の制定過程において会計規制の内容を,r連 邦会計法』に盛 るも
のと,の ちに触れる会計規程や会計基準などに譲るものとが整理されてきたか らである。よっ
て,そ れぞれの会計法規で規定 される内容との整合性に配慮 しっっ,そ の規定された内容の中
からもっとも基本的な重要事項を法律として成立させ,会 計の在 り方に対する国の包括的な指
針を示 したものが,r連 邦会計法』となったといえる。こうして,5年 以上の作業の積み重ね
の結果として,今 回のr連 邦会計法』は成立 したのである。
V
成立をみたr連 邦会計法』は,す でにみたよ うに,こ の法律とともに,会 計に関するロシア
連邦の法としてその他の連邦法,大 統領令,政 府決定を挙げている。表2で みたような第1段
階に位置 しすでに公布された会計に直接関係する主要な法律のうち,そ の他の連邦法としては,
「小事業主体のための課税,会 計 と報告書の簡略的制度に関する連邦法」(1995年12月8日 国
家院採択,同 年12月20日 連邦会議採択,同 年12月29日 大統領署名,以 下r連 邦小事業会計法』
と略称)が ある([30]82ペ ージ)。 この法律は従業員15人 以下の経営に対 して簡略化された会
計 システムの採用を認めた ものであり,そ れはr連 邦会計法』の 「小事業主体のために会計の
簡略化 された体系を規定する」(5条2項B)こ とと対応 している。 したが って,r連 邦会計法』
はすべての組織に対 して適用されるが,そ の中でとくに小事業主体にとっての会計はr連 邦小
事業会計法』で規定されることになる。
また,大 統領令 としては,「 ロシア連邦における監査活動に関する大統領令」(1993年12月22
日付)が ある([10]50ペ ージ)。 この大統領令 は,同 じ日付で 「ロシア連邦における監査活動
の暫定規則」を決定す るとともに,新 生 ロシアにおける公認会計士制度の創出のための基礎と
なったものである9)。
つぎに,政 府決定と しては,「生産物(作 業,役 務)の 原価に算入される生産物(作 業,役 務)
の生産費 と流通費の組成,お よび課税 に際して考慮 され る財務的成果の形成 に関す る規程」
(1992年8月5日 付)が ある([6]17ペ ージ)。 この規程は,費 用(原 価)項 目を規定するとと
もに,損 益計算と税法 との調整を図るものとなっている10)。
8)こ のふたつの草案の詳細については,[58]を 参照。
9)新 生ロシアにおける監査制度と公認会計士制度の創出については,[59]を 参照。
10)1992年8月5日 付の規程については,[58]を 参照。
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さらに,さ きにみた 「民法典」,「株式会社法」 も,会 計に関連す る第1段 階に位置する法律
となる([44]29ペ ー ジ)。
r連邦会計法』によれば,す でにみたように,会 計規制の権限が政府によって付与 された機
関によって会計法規は作成 される。 これらの法規のうち,第H段 階に位置するものとして会計
規程があり,そ れは主 として財務省を中心 として制定されてきた。その中でとくに重要な会計
規程 は,財 務省が1992年3月20日 付で承認 した 「ロシア連邦における会計 と報告書の規程」
(以下 『会計と報告書規程』と略称)が ある([3]15ペ ージ)。 西側の会計基準にほぼ相当する
この規程は,組 織の会計 と報告書に対する統一的な基準を定めたものである。それは,所 有形
態に関係な く法人格をもつ組織,つ まり,各 種の会社形態の企業をはじめとして国営企業,公
営単一企業,合 弁企業,さ らに予算施設などに対 して適用きれ るものである。
しか し,r会 計と報告書規程』は銀行に対 しては適用されない。r連 邦会計法』は銀行に対
しても適用され るが([51]),そ の外に,「 ロシア連邦中央銀行の法律」を受けて中央銀行が銀
行会計の在 り方を定める規程を制定することになる。そこで,会 計規制の権限が付与 された中
央銀行によって,「 銀行 システムにおける監査活動規程」(1997年9月10日 付)([54])な どが
制定 されている。
r連邦会計法』を受けて財務省によって制定されたr会 計 と報告書規程』では,銀 行を除く
法人格を もつ組織のために,① 会計処理(そ の原則,資 産 ・債権債務 ・経済取引の評価,棚 卸
など),② 会計の組織化(会 計組織化に対する組織の責任,会 計責任者の職務など),③ 会計
報告書(会 計報告書の項目評価原則と提出手続きなど)に ついての会計方法論が規定されてい
る。現実の会計規制 にとって大 きな意義をもつこれらの事柄は,法 律であるr連 邦会計法』に
ではな くて,財 務省か らの会計の規程や基準として示 されことになるU)。
くわえて,r会 計と報告書規程』を補完するものとして,番号と承認年度を付 した一連の 「会
計規程」(nono}KeH胚e6yxranTepcKoroyyeTa,略 してHBy)
が制定 される。財務省が承認 したこの会計規程には,現 時点では,① 「会計方針規程,nBy
l/94」(1994年7月28日 付)([20]76ペ ージ)'2),② 「基本建設契約の会計規程,nBy2
/94」(1994年12月20日 付)([23]76ペ ージ),③ 「外貨建資産 と債権債務の会計規程,nBy
3/95」(199`年6月13日 付)([26]61ペ ージ),④ 「組織の会計報告書規程,nBy4/96」
(1996年2月8日 付)([31]89ペ ージ)が ある。
財務省のこうした会計規程(会 計基準)を 基軸 として第皿段階の会計法規が制定される。 こ
ll)『 会 計 と報 告書 規 程』 につ いて は,[64][66][69]を 参照 。 な お,こ の規 程 は全 訳 され て[67]に 発 表 され
て い る。
12)「 会 計方 針 規 程」 に つ いて は,[58][66]を 参 照。
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の会計法規 も主 として財務省によってつ くられる。だが,そ れを会計規制の権限が付与された
執行権を もつその他の連邦機関によってつ くられる場合でも,r連 邦会計法』では,す でにみ
たように,財 務省が制定 した会計の規程(基 準)や 法令などと矛盾ぜず,そ れとの整合性をも
った会計法規をつくることが明記 されている。 したが って,中 央銀行が銀行会計の在 り方を定
める法規をつくる際には,財 務省の会計法規に基づいて制定されることになる。
第 皿段階 にほぼ位 置す る会計法規 に は,一 般企業,合 弁 企業,予 算施設 などのための会計 の
法令や指示,経 済の各部門別 のための会計 の法令や指示,個 々の経済取引の会計 処理 のた めの
会計 の法令 や指示 な どが あ り,こ れ らはr会 計 と報告書規程 』や一連のr会 計規 程」 に基づ い
て これ まで に多 くの ものが制定 され て きた。
財 務省が承認 した一般企業 のための会計 の法令や指示 と しては,た とえば,つ ぎの ものが あ
る。 まず経済取 引を勘定で把握 し記帳 す るため に 「企業 の財 務 ・経済活動の会計 勘定計画 とそ
の適 用」(1991年11月1日 付)([1]45ペ ー ジ,[2]67ペ ー ジ)な どが13》,つ いで記帳 した デー
タを会計処理す るために 「外貨建取 引の為 替差額の反映 」(1993年12月27日 付)([13]60ペ ー ジ),
「長 期投資会計 」(1993年12月30日 付)([12]55ペ ージ),「 資産 と債 権債務の棚卸 」(1995年6月
13日 付)([27]60ペ ー ジ)、,「リース会計 」(1995年9月25日 付,1997年2月17日 付)([29]103ペ
ー ジ,[40]93ペ ー ジ)な どが,そ して会計 処理 した データで財務 諸表を作成す るため に 「年度
会計 報告書の量 と様式 」(1992年6月9日 付)([4]33ペ ージ)'4>,「 年 度会計報告書様 式の記入
手続 き」(1992年6月24日 付)([7]17ペ ー ジ)15),「 法人 の年度会 計報 告書 とその様式 記入手続
き」(1996年ll月12日 付)([38]76ペ ー ジ),「 連結会計報告書 の作成 と提示 」(1996年12月30
日付)([41]103ペ ー ジ)な どが,さ らに作成 した会計報告書 を公 表す るため に 「公 開型株 式会
社 の財 務諸表の公告 とその手続 き」(1996年ll月28日 付)([39]103ペ ー ジ)な どが それ ぞれ制定
され た。
また,合 弁企業の ための会計の法令や指示 として は,「合弁活動 実施 に関す る取 引の会計 と報
告書へ の反映」(1994年1月24日 付)([14]49ペ ー ジ)な どが,予 算 施設 のための会計 の法令 や指
示 と しては,「予算 に立脚 した施設 と組織 の年度 ・四半期 ・月次会 計報 告書の作成 」(1993年2月
15日 付)([9]48ペ ー ジ),「連 邦予算 に立脚 して活動 す る非生産 的分 野の施設の会計手続 き」(1995
13)こ の勘定計画については,[57][60]を 参照。
14,15)こ の会計報告書の様式やその記入手続きについては,[56]を 参照。
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年8月2日 付)([28]98ペ ージ)な どが,財 務省によってそれぞれ制定 された。
さらに,経 済の各部門別の会計の法令や指示 としては,「 商業と公共食堂の企業にとっての
流通費 ・生産費に算入され る費用および財務的成果の会計」(1995年4月20日 付)([24]69ペ ー
ジ),「 保険組織の四半期会計報告書」(1997年4月8日 付)([43]96ペ ージ)な どが,財 務省
によってそれぞれ制定された。
つぎに,さ きの監査活動に関する大統領令と暫定規則に基づいて,連 邦大統領直属監査活動
委員会(委 員会規程1994年2月4日 付承認),同 委員会付属 コンサルタント会議(会 議規程1994
年6月1日 付承認)が 設置された([11]46ペ ージ,[18]73ペ ージ)。 組織が作成 した財務諸表
に対する外部監査の制度化 と公認会計士制度の創出を負わされたこの委員会 と会議 は,「 監査
活動規制の模範文書」,「監査活動遂行の権限の資格審査の実施」,「監査活動遂行のライセンス
の交付」を政府に答申 した。政府 はこの答申内容を決定 し(1994年5月6日 付)([17]65ペ ー
ジ),こ の決定に従 って財務省,連 邦保険局,中 央銀行は一般企業,保 険業,銀 行における 「監
査活動遂行の権限の資格試験の実施手続きと監査人の資格証明書取得の資格試験科 目」を1994
年7月 から9月 にかけて決定 した。([19]55ペ ージ,[47],[48])。 一方,こ れに対応 して,政
府は 「会計報告書の法定監査を要す る企業」(1994年12月7日 付)([22]78ペ ージ)を,上 記
の監査活動委員会は 「監査報告書の作成手続き」(1996年2月9日 付)([32]94ペ ージ)を それ
ぞれ決定 した。なお,さ きにみたように,「 監査法」の草案の検討 とともに,現 在,「 監査活
動基準」の草案が審議 されている([21]66ペ ージ)。
ついで,さ きのr連 邦小事業会計法』に基づいて,財 務省はr会 計 と報告書規程』などとの'
整合性に考慮 しなが ら 「小事業主体の会計実施,報 告書,会 計記録の適用」(1995年12月22日
付)([35]86ペ ージ),「 小事業主体の損益計算と経済取引の反映」(1996年2月22日 付)([33]
105ペ ージ)な どをそれぞれ制定 した。
くわえて,財 務省の もとに日本の企業会計審議会に相当する 「会計方法論会議」<会 議規程
1994年3月2日 付承認)が 設置された([15]56ペ ージ)。 この会議は,財 務省か ら出る会計法
規を立案する一方で,コ ンサルタント会社やその協会 と連携 しっっ会計士の養成にも配慮 して
いる。 このため,財 務省の会計方法論会議 は,「独立国家共同体会計 ・監査人協会」とともにつ
くった 「職業会計人の適性検査規程」(1996年2月15日 付)([34]102ペ ージ),「職業会計人の
養成と適性検査のプログラム」(1996年6月28日 付)([50])な どを承認 している。
r連邦会計法』によると,す でにみたように,ロ シア連邦の会計に関する法と会計規制を行
,う 機関の法令に従って,組 織は自己の組織の特徴に適 した会計方針を自主的に形成するとして
いる。 この場合,ロ シアではいま会計方針は広義に解 されているが,組 織が形成 したこの会計
方針は第IV段 階に位置する組織の命令書や指図書で示 される。それに基づいて個々の組織は,
(635)「 ロシア連邦の会計法」について 一311
会計を組織化 し,会 計を処理 し,そ れを報告することになる田)。 組織が採用 した重要な会計
処理は会計報告書に注記される。
こうした組織に対する会計規制は,ソ ビエ ト会計時代のそれとは異なる。かっては,会 計は
政府のひとつの機能とされ,ま た西側のような組織のための会計基準に相当するもの も,会 計
方針という用語 もなかった。会計上のすべての諸問題 は組織を管轄する国の上級機関で解決さ
れ,国 で既決 した具体的な会計上の指定された諸手法のみが組織に与えられた。個々の組織は,
その与え られた諸手法で会計を組織化 し会計を実施 し会計処理をすることを義務づけられてい
た。だが現在では,組 織のためにつくられた会計規程(会 計基準)な どの中にある各種の会計
方針を選択 して,個 々の組織は自己の会計方針を形成できることとなったのである。
お わ りに'
ソ連邦崩壊後の約5年 間におけるロシアの会計改革では,r連 邦会計法』を成立させる作業
が行われる一方で,す でにみたような第1段 階に位置する会計に関係する法や大統領令,政 府
決定を,ま た第II段 階に位置する会計規程(会 計基準)を,さ らに第皿段階に位置する会計の
法令や指示などをそれぞれ作成する作業が同時並行的に進められてきた。 これらの法規の制定
過程においては,個 々の法規の内容を改定 した りまたは他の法規に譲るなどして,相 互に整合
性あるものとしてつ くられてきた。いまこれ らの会計に係わる主要な法規をみると,そ れは表
5の ようになる。この表にはこれまでにみてきた法規の外に税務会計に関係する法規が示 され
ているが,こ の分野についても,ま ず,付 加価値税,物 品税,財 産税,利 益に対する税などの
ロシア連邦法が成立すると,財 務省とロシア連邦国税局 とがこれらの税の算定 と支払の手続 き
などを定め,個 々の組織はこの手続きで課税計算を行 って納税することになる。
また,会 計改革が行われたこの約5年 間には,経 済の市場経済化と同時に国営企業の民営化
が行われた。民営化からは所有形態め異なる様々な経済主体が生まれてきたが,こ れらの経済
16)一 般に西側では,会 計方針(accountingpolicy,y4eTHaAnonNTY.xa)は,企業で会計を
実施する際のその原則または手続きと解されている。それは資産の評価法,減 価償却の計算法,利 益の認識
法などの会計手続きの方法論を内容としている。だがロシアでは,こ うした方法論的側面は会計方針に対す
る狭義のアプローチであるとし,会 計帳簿への記帳,勘 定への記入における会計手続きの具体化という技術
的側面,お よび会計部課の組成,会 計部課とその他の部課との相互関係の視点からの会計手続きの遂行とい
う組織的側面をも含めた会計方針に対する広義のアプローチが採用されている。この広義のアプローチを採
るのは,計 画経済から市場経済への移行の過渡期にある現在のロシアでは,方 法論的,技 術的,組 織的側面
の総体としての会計システムの構築こそがいまの会計改革となっているためであり,体 制転換期の移行期の
特殊なアプローチとして,会 計方針に対する広義のアプローチが採用されている。この点の詳細については,
[66]を 参照されたい。
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表5新 生 ロシアにおける会計に係わる主要な法規一 一
1991年11月1日 企業の財務 ・経済活動の会計勘定計画とその適用(ソ 連邦財務省承認,同 年12月19日 目シ
ア連邦財務省追認)
12月6日 付加価値税のロシア連邦法,物 品税のロシア連邦法
12月9日 付加価値税の算定と支払(ロ シア連邦の経済と財務省承認)
12月9日 物品税の算定と支払(ロ シア連邦国税局承認)
12月13日 企業の財産税のロシア連邦法
12月27日 企業と組織の利益に対する税のロシア連邦法
1992年1月14日 国際的な実務で採用されている会計と統計のシステムへの移行(ロ シア連邦最高会議決議)
3月6日 企業 と組織の利益に対する税の算定と納税(ロ シア連邦国税局承認)
3月20日 ロシア連邦における会計と報告書の規程(ロ シア連邦財務省承認)
6月9日 企業 と組織の年度会計報告書の量と様式(ロ シア連邦財務省承認)
6月24日 企業の年度会計報告書様式の記入手続 き(ロ シア連邦財務省承認)
8月5日 生産物(作 業,役 務)の 原価に算入される生産物(作 業,役 務)の 生産費と流通費の組成,
および課税に際して考慮される財務成果の形成に関する規程(ロ シア連邦政府決定)
8月25日 外貨換算手続き(ロ シア連邦財務省承認)
10月28日 予算施設の利益に対する税の算定と支払(ロ シア連邦の財務省と国税局承認)
11月18日 企業の財産税の支払(ロ シア連邦の財務省と国税局承認)
12月25日 付加価値税の適用(ロ シア連邦の国税局と財務省承認)
1993年2月12日 市場経済の発展要請に対応 した国際的実務で採用 されている会計 と統計 システムへの移行
の国家プログラムの実現策(ロ シア連邦政府決定 と財務省承認)
2月15日 予算に立脚 した施設と組織の年度 ・四半期 ・月次会計報告書の作成(ロ シア連邦財務省)
2月18日 基本投資融資に利用される資金の会計 と報告書への反映(ロ シア連邦財務省承認)
10月29日 住宅 ・公益経営における個々の取引の会計への反映(ロ シア連邦財務省承認)
12月8日 有価証券利用で生 じる課税の若干の問題(ロ シア連邦の国税局 と財務省承認)
12月22日 目シア連邦における監査活動のロシア連邦大統領令
12月22日 ロシア連邦における監査活動の暫定規則(上 記の大統領令 とともに承認)
12月27日 外貨建の個々の取引についての為替差額の反映(ロ シア連邦財務省承認)
12月30日 長期投資の会計規程(ロ シア連邦財務省承認)
1994年1月24日 合弁活動実施に関係する取引の会計と報告書への反映(ロ シア連邦財務省承認)
2月4日 ロシア連邦大統領直属の監査活動委員会規程(ロ シア連邦大統領指令)
3月2日 ロシア連邦財務省の会計方法論会議の規程(ロ シア連邦財務省承認)
5月6日 目シア連邦における監査活動規制の模範文書.監 査活動遂行の権限の資格審査の実施。監
査活動遂行のライセンスの交付(ロ シア連邦政府決定)
5月23日 建設のための設計 ・事前調査の生産物(作 業,役 務)の 原価に算入される費用の組成 と計
算,お よび財務成果の形成の方法(ロ シア連邦財務省承認)
6月1日 目シア連邦大統領直属監査活動委員会のコンサルタント会議規程(ロ シア連邦大統領直属
監査活動委員会承認)
7月4日 消費協同組合の発展基金規程(ロ シア連邦の財務省,国 税局,消 費組合中央連合理事会承
認)
7月ll日 一般企業における監査活動遂行の権利の資格試験の実施手続き.一 般企業における監査人
の資格証明書の取得の資格試験科目(ロ シア連邦財務省の資格審査 ・ライセンス中央監査
委員会承認)
7月27日 保険業における監査活動遂行の権利の資格試験の実施手続 き.保 険業における監査人の資
格証明書の取得の資格試験科目(ロ シア連邦保険活動監督局の資格審査 ・ライセンス中央
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監査委員会承認)
7月28日 会計方針規程一r会 計規程1/94!(ロ シア連邦財務省承認)
9月21日 銀行とその他の施設の利益に対する税金の支払のための課税基礎の特別決定の規程の個々
の項目の適用(ロ シア連邦の財務省と国税局承認)
9月27日 銀行における監査活動遂行の権利の資格試験の実施手続き.銀 行における監査人の資格証
明書の取得の資格試験科目(ロ シア連邦中央銀行の資格審査 ・ライセンス中央監査委員会
承認)
10月31日 納入 した商品,遂 行 した作業,提 供 した役務に対する企業間決済で採用される手形による
取引の会計と報告書への反映(ロ シア連邦財務省承認)
ll月4日 財務機関における会計 ・鑑定人職務の模範規程(ロ シア連邦財務省承認)
12月7日 会計報告書の法定監査を要する企業の基本的基準(ロ シア連邦政府決定)
12月20日 基本建設契約の会計規程一r会 計規程2/94』(ロ シア連邦財務省承認)
1995年3月2日 連邦予算から融資される施設,企 業,組 織の費用見積執行の月次報告書(ロ シア連邦財務
省承認)
3月13日 無形資産の組成に知的所有客体を含める手続き(ロ シア連邦の科学 ・技術政策省とパテン
ト・商標委員会承認)
4月20日 商業と公共食堂の企業にとっての流通費 ・生産費に算入される費用および財務成果の会計
(ロ シア連邦の商業委員会と財務省承認)
4月21日 会計報告書提示の情報システムの改善(ロ シア連邦政府決定)
6月13日 外貨建資産と債権債務の会計規程一r会 計規程3/95』(ロ シア連邦財務省承認)
6月13日 資産と財務的債権債務の棚卸の方法(ロ シア連邦財務省承認)
7月28日 目シア連邦民法典(第1部)の 公布に伴う個々の取引の会計への反映の手続き(ロ シア連
邦財務省承認)
8月2日 』連邦予算に立脚 し新 しい経営条件のもとで活動する非生産的分野の施設の会計手続き(ロ
シア連邦財務省承認)
8月16日 資金運用表を財務諸表に加えること(ロ シア連邦財務省承認)
9月15日 ロシア連邦における外国法人の財産税の算定と支払(ロ シア連邦の国税局 と財務省承認)
9月25日 リース取引の会計への反映(ロ シア連邦財務省承認)'
9月27日 組織の年度会計報告書の収集 ・処理,お よび執行権をもつ国家機関 と地方自治体またその
他の利害関係者への総合的情報の提示の手続き(ロ シア連邦国家統計委員会承認)
12月22日 小事業主体の会計実施,報 告書,会 計記録の適用(ロ シア連邦財務省承認)
12月29日 小事業主体の課税,会 計と報告書の簡略的制度の.ロシア連邦法
1996年2月8日 組織の会計報告書規程一 『会計規程4/96』(ロ シア連邦財務省承認)
2月9日 監査報告書の作成手続き(ロ シア連邦大統領直属監査活動委員会承認)
2月15日 職業会計人の適性検査規程(ロ シア連邦財務省承認,同 年2月8日 独立国家共同体会計 ・
監査人協会承認)
2月22日 小事業主体の損益計算と経済取引の反映(ロ シア連邦財務省承認)
3月15日 小事業主体の課税,会 計と報告書の簡略的制度の連邦法の実施策(ロ シア連邦財務省承認)
4月26日 有価証券市場に関する連邦法
5月8日 ロシア連邦における税制改革の基本方針と納税規律強化の施策に関するロシア連邦大統領
令
5月15日 「関税に関するロシア連邦法」の適用(ロ シア連邦国税局承認)
6月27日 会計書類保存期間の変更(ロ シア連邦の国税局と古記録保管局承認)
6月28日 職業会計人の養成と適性検査のプログラム(ロ シア連邦財務省会計方法論会議 と独立国家
共同体会計 ・監査人協会承認)
7月18日 外国法人の運送税の算定と支払手続き(ロ シア連邦の国税局 と財務省承認)
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7月19日 付加価値税の決済に計算送 り状の会計帳簿の採用(ロ シア連邦政府決定)
8月5日 株式会社の純資産算定(ロ シア連邦財務省承認)
10月2日 国家社会保険資金の保険料の算定と支払,支 出,会 計の手続き(ロ シア連邦の社会保険基
金,労 働 と社会発展省,財 務省,国 税局承認)
ll月12日 法人(予 算施設,保 険組織 銀行を除く)の 年度会計報告書とその様式記入手続き(ロ シ
ア連邦財務省承認)
11月12日 付加価値税と物品税に関する個々の取引の会計への反映(ロ シア連邦財務省承認)
ll月21日 会計に関するロシア連邦法
11月28日 公開型株式会社の財務諸表の公告とその手続 き(ロ シア連邦財務省承認)
12月24日 株式会社形態でつくられた保険組織の純資産価値の評価(ロ シア連邦の財務省と有価証券
市場委員会承認)
12月25日 付加価値税の決済に際しての計算送り状の採用(ロ シア連邦の国税局と財務省承認)
12月30日 連結会計報告書の作成と提示の方法(ロ シア連邦財務省承認)
1997年1月9日 金融 ・産業グループの連結会計,報 告書およびバランスの導入(ロ シア連邦政府決定)
1月15日 連邦の省および執行権をもつその他の連邦機関によってっ くられる連結年度会計報告書の
作成と提示の手続 き(ロ シア連邦財務省承認)
1月15日 有価証券取引の会計への反映(ロ シア連邦財務省承認)
2月3日 組織の四半期会計報告書(ロ シア連邦財務省承認)
2月17日 リース契約の取引の会計への反映(ロ シア連邦財務省承認)
4月2日 「株式会社に関する連邦法」の適用の若干の問題(ロ シア連邦の最高裁判所総会と最高仲
裁裁判所総会決定)
4月8日 保険組織の四半期会計報告書(ロ シア連邦財務省承認)
6月6日 鉱物 ・原料の基礎の再生産用控除の算定,国 庫への支払およびその有効利用の手続き(ロ
シア連邦財務省承認)
7月21日 会計と財務諸表の改革に関する省庁間委員会設置(ロ シア連邦政府決定)
9月10日 銀行システムにおける監査活動規程(ロ シア連邦中央銀行承認)
注:年 月 日は法規を最初に制定 した年月日であり,制 定後に改廃されている法規がある.な お,固 定資産再
評価についての法規は割愛している。
(出所)r会 計』誌とr経 済と生活』紙に記載された法規に基づいて筆者作成。
主体では法的基礎をもった企業会計制度が採用されていくことになる。その場合のロシア企業
会計 システムの概略をみると,そ れは図1の ようになるであろう。それは,私 有財産制の擁護
と営業活動の自由をうたった 「憲法」を土台にし,新 しい経済主体に対 して平等の原理による
経済活動を保証 して物権法と債権法を盛った 「民法典」,公 開型 と閉鎖型の株式会社の監査や
財務諸表などを定めた 「株式会社法」,そ してr連 邦会計法』を基礎に し,そ の上に会計に係
わる規程や法令や指示などがあり,こ れ らの法規に基づいて企業では会計が行われていくこと
になる。個 々の企業で実施される会計は一定の法体系の中で適応の地位を占めることになった
のである。
そしてまた,こ の約5年 間の会計改革では,ロ シア連邦最高会議の国際的に採用されている
会計 システ ムへの移行決議(1992年1月14日 付)([45])や 政府 と財務省の この移行のための
国家プログラム(1993年2月12日 付)([8]43ペ ージ)に そって,と くに市場経済の もとで活動
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(図1)oシ ア企業 会計 システム の フ レーム ワー ク
⑫ 管理会計に対する規制 はな く,企 業が管理会計を
投資家,蜥,与儲 税務機関 経営管理者 自主的に組織する.現 在,損 益分岐点図表,直 接
原価計算,活 動基準原価計算などの先進資本主義
の管理会計技法を摂取 している.
財務報告 課税申告 管理情報
⑪ 利益税,付 加価値税,物 品税などの税法で課税計
(嚇会計)⑩ (賠会計)⑪ (鯉会計)⑫
会計の規程,基 準,法 令,指 示 ⑨
会 計 帳 簿 ⑧
客 観 的 記 録 ⑦
取 引
会計法④,小 事業の甜 ・会計・報告書の法⑤,監 査法⑥
株 式 会 社 法 ③
民 法 典 (第1部 )②
憲 法 ①
⑩ 処理 した会計情報か ら貸借対照表,損 益計算書,
付属明細書などを 「会計報告書規程4/96」 など
を基礎に して作成す る.監 査後 にこれ らの財務諸
表を一定の様式で公表す る.
⑨ 記帳 した会計 デー タを 「会計 と報告書規程」や
「会計方針規程1/94」 などを基礎にし,法 令や.客 観 的 記 録 ⑦ 指示で認め られた会計手続きで処理す る
.
⑧ 会計帳簿,会 計書類を5年 間保存する.小 事業に
対 しては簡略化された帳簿組織 の採用を認ある.
⑦ 取引を 「勘定計画」に配置されている勘定科目と
⑥ 現在,監 査法の草案を討議 している.
⑤ 小事業吊の課税および会計と報告書を法律で定め
④ すべての組織の会計に対する国の規制を法律で定
める。
(第1部)② ③ 公開型と閉鎖型の株式会社の会計の在 り方を定め
る.
② 市民 と法人の権利 ・義務の原則および合名,合 資,
有限責任,株 式などの各種の会社形態を定める.
① 私有財産制の擁護 と営業活動の自由をうたう.
(出所)筆 者作成.
する企業のための会計制度が国際会計基準に照 らして構築されてきた。国際会計基準への移行
の実現 は2000年 を目途に現在もその作業が継続 しているが([53]),こ れまでに採用 した国際会
計基準 は,P会 計と報告書規程』や一連の 「会計規程」に,ま たそれを基軸に して制定された
法令などに反映されていった。よって,r連 邦会計法』はこの国際会計基準への移行を内実と
した企業会計制度の頂点に位置 し,こ の法律はロシア企業会計の国際会計基準への移行にとっ
てのひとつのテコとなっているのである。
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